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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額（△）」お

よび「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成している

ため記載を省略しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高 （百万円） 7,880 8,083 8,400 16,049 16,009 

経常利益 （百万円） 228 159 108 400 161 

中間（当期）純利益 （百万円） 149 90 47 211 60 

純資産額 （百万円） 4,995 6,233 6,354 5,431 6,278 

総資産額 （百万円） 16,731 17,494 17,556 17,221 17,051 

１株当たり純資産額 （円） 282.06 302.35 303.14 306.42 300.96 

１株当たり中間(当期)

純利益金額 
（円） 8.44 4.93 2.53 11.68 3.13 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 29.8 30.6 30.6 31.5 31.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 152 △88 171 662 583 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △64 △164 △516 △365 △474 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △374 242 38 △480 △489 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 1,223 1,373 778 1,403 1,056 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

581 

(336) 

595 

(313) 

587 

(367) 

570 

(242) 

583 

(358) 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高 （百万円） 6,910 6,764 7,117 13,763 13,296 

経常利益又は経常損失

（△） 
（百万円） 106 48 △31 330 76 

中間（当期）純利益又

は中間純損失（△） 
（百万円） 70 13 △23 231 61 

資本金 （百万円） 2,151 2,151 2,151 2,151 2,151 

発行済株式総数 （千株） 17,768 17,768 17,768 17,768 17,768 

純資産額 （百万円） 5,002 5,285 5,116 5,402 5,249 

総資産額 （百万円） 15,028 15,557 15,373 15,562 15,341 

１株当たり配当額 （円） 2.5 3 3 5.5 6 

自己資本比率 （％） 33.3 34.0 33.3 34.7 34.2 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

322 

(74) 

317 

(72) 

315 

(69) 

313 

(76) 

309 

(73) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 従業員数（名） 

印刷紙器関連 550  （356） 

プラスチック包材関連 37   （11） 

合計 587  （367） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 315   （69） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な原油価格高騰、米国経済の減速懸念等の翳りが背景にある

ものの、大手企業を中心に企業業績は堅調に推移しており、好調な設備投資、雇用情勢の改善等、概ね緩やかな回

復基調を持続しております。 

 また中国市場は引続き高い成長を維持しております。 

このような中、当社グループは、付加価値の高いパッケージの受注と受注量の拡大をめざし、積極的な営業活動

をすすめる一方、生産の効率化、品質の安定と向上に努めてまいりましたが、原材料価格の上昇、受注競争の一層

の激化等、依然として厳しい経営環境が続いております。 

その結果、連結売上高は8,400百万円（前年同期比3.9%増）となりました。利益面では、材料価格上昇の吸収不

足や、法人税法改正に伴う減価償却費の負担増等により、営業利益は175百万円（前年同期比26.7%減）、経常利益

は108百万円（前年同期比32.0%減）、中間純利益は47百万円（前年同期比47.9%減）となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

受注量の拡大をめざし、積極的な営業活動をすすめた結果、売上高は、7,232百万円と前年同期より2.5％増加

しましたが、材料価格高騰等の影響で、営業利益は140百万円と前年同期比35.0％の減少となりました。 

②アジア 

 中国市場は引続き高い成長を維持しており、セグメント間の売上高を含め売上高は、1,485百万円と前年同期

より19.5％増加し、営業利益も108百万円と前年同期比30.2％の増加となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、設備投資等により、277百万円

の減少となり、当中間連結会計期間末は778百万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、171百万円（前年同期は88百万円の減少）となりま

した。これは、税金等調整前中間純利益が92百万円、減価償却費が368百万円あったこと等によるものでありま

す。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は、516百万円（前年同期は164百万円の減少）となりま

した。これは、主に印刷紙器関連設備投資292百万円を行ったこと等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動による資金の増加は、38百万円（前年同期は242百万円の増加）となりま

した。これは、借入金の増減等によるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

印刷紙器関連 7,131 4.7 

プラスチック包材関連 979 14.9 

計 8,110 5.9 



(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループにおける研究開発活動は、海外子会社を含むグループ各社との連携のもと、製販一体となってお客様

のニーズや社会のニーズを先取りしたサービスや商品を提供しております。コア技術である印刷紙器を中心に、環境

対応商品、機能性ラベル、成形樹脂容器など提供の他、高度化する表面加飾技術の伸展に対応すべく商材レパートリ

ーを広げてまいりました。今後ともコア技術に磨きをかけ、シーズを掘り起こし、質のレベルアップを目指してまい

ります。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、33百万円であります。 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

印刷紙器関連 7,521 8.5 1,335 4.7 

プラスチック包材関連 1,017 4.8 150 4.6 

その他 28 △89.3 4 △52.9 

計 8,566 5.0 1,489 4.3 

区分 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

印刷紙器関連 7,328 7.5 

プラスチック包材関連 1,020 2.2 

その他 52 △80.5 

計 8,400 3.9 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高 
（百万円） 

割合 
（％） 

販売高 
（百万円） 

割合 
（％） 

花王株式会社 1,489 18.4 1,794 21.4 

レンゴー・リバーウッド・

パッケージング株式会社 
846 10.5 889 10.6 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成19年12月28日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 17,768,203 17,768,203 
大阪証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 17,768,203 17,768,203 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 17,768 － 2,151 － 1,381 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 1,720 9.68 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３－７－３ 1,536 8.64 

古林 徹也 神奈川県鎌倉市 922 5.19 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 865 4.87 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 853 4.80 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 798 4.49 

古林 敬碩 横浜市栄区 737 4.15 

古林 楯夫 神奈川県鎌倉市 679 3.82 

住商紙パルプ株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 456 2.57 

レンゴー株式会社 大阪市北区中之島２－２－７ 420 2.36 

計 － 8,987 50.58 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式            39,000 
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式            11,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式        17,620,000 17,620 － 

単元未満株式 普通株式            98,203 － － 

発行済株式総数 17,768,203 － － 

総株主の議決権 － 17,620 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 
（株） 

他人名義所
有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

古林紙工株式会社 

大阪市中央区大手通 

３－１－12 
39,000 － 39,000 0.22 

（相互保有株式） 

金剛運送株式会社 

横浜市戸塚区上矢部町 

2040－３ 
11,000 － 11,000 0.06 

計 － 50,000 － 50,000 0.28 

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 229 220 217 218 207 205 

最低（円） 220 200 205 204 198 196 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、ネクサス監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,407     1,565     1,606  

２ 受取手形及び
売掛金 

※４   4,864     4,992     4,471  

３ たな卸資産     1,543     1,646     1,666  

４ 繰延税金資産     68     98     61  

５ その他     210     218     161  

貸倒引当金     △3     △3     △1  

流動資産合計     8,088 46.2   8,515 48.5   7,963 46.7

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1,2                  

(1）建物及び構築
物   1,451     1,416     1,437    

(2）機械装置及び
運搬具   2,553     2,424     2,495    

(3）土地   1,689     1,689     1,689    

(4）建設仮勘定   47     113     37    

(5）その他   174 5,914   172 5,814   161 5,819  

２ 無形固定資産     92     107     95  

３ 投資その他の
資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 2,900     2,494     2,575    

(2）繰延税金資産   208     303     284    

(3）その他   331     338     341    

貸倒引当金   △40 3,399   △16 3,119   △24 3,175  

固定資産合計     9,406 53.8   9,040 51.5   9,089 53.3

資産合計     17,494 100.0   17,556 100.0   17,051 100.0

            
 



    前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び
買掛金 

※４   3,917     4,222     3,956  

２ 短期借入金 ※２   2,810     2,521     2,305  

３ 一年内償還社
債     －     300     －  

４ 未払法人税等     33     35     54  

５ 賞与引当金     121     119     110  

６ その他     796     871     780  

流動負債合計     7,678 43.9   8,068 46.0   7,205 42.3

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債     600     300     600  

２ 長期借入金 ※２   2,344     2,085     2,172  

３ 退職給付引当
金     639     622     645  

４ 役員退職慰労
引当金     －     128     151  

固定負債合計     3,583 20.5   3,134 17.8   3,568 20.9

負債合計     11,261 64.4   11,202 63.8   10,773 63.2

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     2,151     2,151     2,151  

２ 資本剰余金     1,383     1,383     1,383  

３ 利益剰余金     1,035     938     950  

４ 自己株式     △9     △8     △8  

株主資本合計     4,560 26.0   4,464 25.4   4,476 26.2

Ⅱ 評価・換算差額
等                    

１ その他有価証
券評価差額金     677     588     644  

２ 為替換算調整
勘定     125     324     220  

評価・換算差額等
合計     801 4.6   912 5.2   865 5.1

Ⅲ 少数株主持分     872 5.0   977 5.6   938 5.5

純資産合計     6,233 35.6   6,354 36.2   6,278 36.8

負債純資産合計     17,494 100.0   17,556 100.0   17,051 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高     8,083 100.0   8,400 100.0   16,009 100.0

Ⅱ 売上原価     6,804 84.2   7,129 84.9   13,539 84.6

売上総利益     1,279 15.8   1,271 15.1   2,469 15.4

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

                   

１ 運送費   312     337     622    

２ 給与手当   375     377     750    

３ 賞与引当金繰
入額 

  35     35     33    

４ 退職給付費用   22     6     42    

５ 役員退職慰労
引当金繰入額 

  －     9     16    

６ 減価償却費   6     7     14    

７ その他   289 1,040 12.8 324 1,096 13.0 667 2,142 13.4

営業利益     239 3.0   175 2.1   327 2.0

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   7     9     17    

２ 受取配当金   19     18     42    

３ その他   13 39 0.5 15 42 0.5 28 86 0.6

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   46     43     91    

２ その他   73 119 1.5 66 109 1.3 162 252 1.6

経常利益     159 2.0   108 1.3   161 1.0

Ⅵ 特別利益                    

１ 投資有価証券
売却益 

  62     －     203    

２ 退職給付引当
金戻入益 

  17 79 1.0 － － － 17 220 1.4

Ⅶ 特別損失                    

１ 役員退職金   93     8     93    

２ 役員退職慰労
引当金繰入額 

  － 93 1.2 9 16 0.2 135 227 1.4

税金等調整前中
間(当期)純利益 

    145 1.8   92 1.1   153 1.0

法人税、住民税
及び事業税 

  33     38     97    

法人税等調整額   4 37 0.5 △17 21 0.2 △42 55 0.4

少数株主利益     18 0.2   24 0.3   38 0.2

中間（当期）純
利益 

    90 1.1   47 0.6   60 0.4

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

2,151 1,383 1,000 △11 4,523 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）     △53   △53 

従業員奨励及び福利基金     △2   △2 

中間純利益     90   90 

自己株式の取得       △1 △1 

自己株式の処分   0   3 3 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ 0 35 2 37 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

2,151 1,383 1,035 △9 4,560 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

754 153 907 901 6,332 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）         △53 

従業員奨励及び福利基金         △2 

中間純利益         90 

自己株式の取得         △1 

自己株式の処分         3 

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

△78 △28 △106 △29 △135 

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△78 △28 △106 △29 △99 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

677 125 801 872 6,233 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

2,151 1,383 950 △8 4,476

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △53   △53

従業員奨励及び福利基金   △5   △5

中間純利益   47   47

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － △11 △0 △12

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

2,151 1,383 938 △8 4,464

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

644 220 865 938 6,278

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当     △53

従業員奨励及び福利基金     △5

中間純利益     47

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

△57 104 48 40 87

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△57 104 48 40 75

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

588 324 912 977 6,354



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

2,151 1,383 1,000 △11 4,523 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △53   △53 

剰余金の配当   △53   △53 

従業員奨励及び福利基金   △4   △4 

当期純利益   60   60 

自己株式の取得   △2 △2 

自己株式の処分   0 4 5 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 

    

連結会計年度中の変動額合計
（百万円） 

－ 0 △51 3 △48 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

2,151 1,383 950 △8 4,476 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

754 153 907 901 6,332 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）     △53 

剰余金の配当     △53 

従業員奨励及び福利基金     △4 

当期純利益     60 

自己株式の取得     △2 

自己株式の処分     5 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 

△110 67 △43 37 △6 

連結会計年度中の変動額合計
（百万円） 

△110 67 △43 37 △53 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

644 220 865 938 6,278 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー         

１ 税金等調整前中間(当
期)純利益 

  145 92 153 

２ 減価償却費   337 368 709 

３ 役員退職慰労引当金の
増減額(△は減少)   － △23 151 

４ 受取利息及び受取配当
金   △26 △26 △59 

５ 支払利息   46 43 91 

６ 投資有価証券売却益   △62 － △203 

７ 売上債権の増加額   △532 △485 △106 

８ たな卸資産の増減額
（△は増加）   85 41 △18 

９ 仕入債務の増加額   143 234 190 

10 その他   △34 6 △85 

小計   101 249 824 

11 利息及び配当金の受取
額   30 29 57 

12 利息の支払額   △46 △45 △91 

13 法人税等の支払額   △174 △62 △206 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   △88 171 583 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー         

１ 定期預金の預入による
支出   － △536 △597 

２ 定期預金の払戻による
収入   － 332 47 

３ 有形固定資産の取得に
よる支出   △219 △292 △426 

４ 有形固定資産の売却に
よる収入   － 2 3 

５ 投資有価証券の取得に
よる支出   △11 △13 △22 

６ 投資有価証券の売却に
よる収入   77 5 494 

７ その他   △11 △15 26 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   △164 △516 △474 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー         

１ 短期借入金の純増減額
（△は減少）   389 259 △60 

２ 長期借入れによる収入   700 600 1,200 

３ 長期借入金の返済によ
る支出   △755 △730 △1,485 

４ 自己株式の取得・売却
による収支(△は支出)   2 △0 3 

５ 配当金の支払額   △53 △53 △106 

６ 少数株主への配当金の
支払額   △41 △37 △41 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー   242 38 △489 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額   △20 29 32 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額   △30 △277 △347 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高   1,403 1,056 1,403 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高   1,373 778 1,056 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関

する事項 

 子会社は、すべて連結して

おります。 

連結子会社 ６社 

会社名 

複合工業株式会社 

ライニングコンテナー株

式会社 

台湾古林股份有限公司 

上海古林国際印務有限公

司 

古林紙工（上海）有限公

司 

古林包装材料製造（上

海）有限公司 

 子会社は、すべて連結して

おります。 

連結子会社 ６社 

会社名 

同左 

 子会社は、すべて連結して

おります。 

連結子会社 ６社 

会社名 

同左 

２ 持分法の適用に

関する事項 

(1）持分法適用会社 ０社 

(2）関連会社金剛運送株式会

社は中間純損益および利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分

法の適用から除外しており

ます。 

(1）持分法適用会社 ０社 

(2）   同左 

(1）持分法適用会社 ０社 

(2）関連会社金剛運送株式会

社は当期純損益および利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分

法の適用から除外しており

ます。 

３ 連結子会社の中

間決算日（決算

日）等に関する

事項 

 連結子会社６社の中間決算

日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に

あたっては、同日現在の中間

財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な

調整を行っております。 

同左  連結子会社６社の決算日は

12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行って

おります。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

     

(1）重要な資産の

評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

 主として移動平均法

に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② たな卸資産 

製品 

 主として売価還元法に

基づく原価法 

② たな卸資産 

製品 

同左 

② たな卸資産 

製品 

同左 

  商品、原材料、仕掛品、

貯蔵品 

 主として先入先出法に

基づく原価法 

商品、原材料、仕掛品、

貯蔵品 

同左 

商品、原材料、仕掛品、

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償

却資産の減価

償却の方法 

 有形固定資産は、主として

定率法。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（附属設備

を除く）については定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び 

構築物 
７年～50年 

機械装置 

及び運搬具 
５年～12年 

同左 同左 

  ────── （会計方針の変更） 

当社および国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より平成

19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しておりま

す。 

これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

────── 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ────── （追加情報） 

当社は、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前

に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額の差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してお

ります。 

────── 

    これにより、営業利益が30

百万円、経常利益および税金

等調整前中間純利益が31百万

円それぞれ減少しておりま

す。 

 

    なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

 

(3）重要な引当金

の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に

充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。なお、数理計算上の

差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額

法により按分した額を翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。な

お、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法によ

り按分した額を翌連結会計

年度から費用処理すること

としております。 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ────── ④ 役員退職慰労引当金 

 当社および国内連結子会

社は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役員退

職慰労金規定に基づく中間

期末要支給額を計上してお

ります。  

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  ────── （追加情報） 

 当社の役員退職慰労金

は、従来、支出時の費用と

して処理しておりました

が、前連結会計年度の下期

において役員退職慰労引当

金として計上する方法に変

更しました。 

 なお、前中間連結会計期

間は変更後の方法によった

場合と比較して、営業利益

および経常利益は８百万

円、税金等調整前中間純利

益は143百万円多く計上され

ております。 

 また、国内連結子会社が

当中間連結会計期間におい

て、役員退職慰労金規定の

整備を行ったことに伴い、

当中間連結会計期間発生額

１百万円は販売費及び一般

管理費へ、過年度相当額９

百万円は特別損失に計上し

ております。これにより、

営業利益および経常利益は

１百万円、税金等調整前中

間純利益は10百万円減少し

ております。 

────── 

     なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な外貨建

の資産又は負

債の本邦通貨

への換算の基

準 

 在外連結子会社の資産、負

債、収益および費用は、中間

決算日の直物為替相場により

円換算し、換算差額は、純資

産の部における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含

めております。 

同左  在外連結子会社の資産、負

債、収益および費用は、決算

日の直物為替相場により円換

算し、換算差額は、純資産の

部における為替換算調整勘定

および少数株主持分に含めて

計上しております。 

(5）重要なリース

取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ

会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので，特例処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連

結財務諸表及

び連結財務諸

表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の

会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書（連結キャ

ッシュ・フロー

計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可

能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は5,361百万円であり

ます。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は5,340百万円であり

ます。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 

────── ────── （役員退職慰労引当金） 

 当社の役員退職慰労金は、従来、

支出時の費用として処理しておりま

したが、役員退職慰労金規定の整備

に伴い、役員在任期間にわたって合

理的に費用配分し、期間損益の適正

化と財務内容の健全化を図るため

に、当連結会計年度より期末要支給

額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更しました。 

 この変更により、当連結会計年度

発生額16百万円は販売費及び一般管

理費へ、過年度相当額135百万円は特

別損失に計上しております。この結

果、従来と同一の方法を採用した場

合と比べ、営業利益および経常利益

は16百万円、税金等調整前当期純利

益は151百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

 また、当連結会計年度の役員退職

慰労金の支給を契機に役員退職慰労

金に関する規定の整備を当下期にお

いて行ったことを受けて、当該変更

を行ったため、当中間連結会計期間

は従来の方法によっております。 

 従って、当中間連結会計期間は変

更後の方法によった場合と比較し

て、営業利益および経常利益は８百

万円、税金等調整前中間純利益は143

百万円多く計上されております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 自己株式の普通株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 自己株式の普通株式の株式数の減少20千株は、ストックオプションの行使による減少であります。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,878百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

15,488百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

15,042百万円 

※２ 担保に供している資産の額 ※２ 担保に供している資産の額 ※２ 担保に供している資産の額 

投資有価証券 1,294百万円

有形固定資産 2,546百万円

計 3,840百万円

投資有価証券 920百万円

有形固定資産 2,425百万円

計 3,345百万円

投資有価証券 971百万円

有形固定資産 2,475百万円

計 3,446百万円

対応する債務 対応する債務 対応する債務 

短期借入金 600百万円

長期借入金  

（１年内返済分を含む） 

  3,306百万円

計 3,906百万円

短期借入金 450百万円

長期借入金  

（１年内返済分を含む） 

  2,849百万円

計 3,299百万円

短期借入金 500百万円

長期借入金  

（１年内返済分を含む） 

  3,075百万円

計 3,575百万円

 ３ 受取手形割引高 288百万円  ３ 受取手形割引高 364百万円  ３ 受取手形割引高 300百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

※４ 中間連結会計期間末日満期手形

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

※４ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。 

 なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形

が連結会計年度末残高に含まれ

ております。 

受取手形 44百万円

支払手形 113百万円

受取手形 41百万円

支払手形 118百万円

受取手形 28百万円

支払手形 90百万円

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 17,768 － － 17,768 

合計 17,768 － － 17,768 

自己株式         

普通株式（注)1,2 60 4 20 44 

合計 60 4 20 44 



２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の普通株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 53 3 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 53  利益剰余金 3 平成18年９月30日 平成18年12月20日 

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 17,768 － － 17,768 

合計 17,768 － － 17,768 

自己株式         

普通株式（注） 39 1 － 40 

合計 39 1 － 40 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 53 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月16日 

取締役会 
普通株式 53  利益剰余金 3 平成19年９月30日 平成19年12月20日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の普通株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加で、自己株式の普通株式の株式

数の減少28千株は、ストックオプションの行使20千株および単元未満株式の売渡８千株による減少であります。

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 17,768 － － 17,768 

合計 17,768 － － 17,768 

自己株式         

普通株式（注） 60 7 28 39 

合計 60 7 28 39 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 53 3 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 53 3 平成18年９月30日 平成18年12月20日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 53 利益剰余金 3 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,407百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△34百万円

現金及び現金同等物 1,373百万円

（平成19年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,565百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△787百万円

現金及び現金同等物 778百万円

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,606百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△550百万円

現金及び現金同等物 1,056百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  
その他 

(百万円) 
  

合計 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
197  276  474

減価償却 

累計額 

相当額 

93  168  261

中間期末 

残高 

相当額 

104  109  213

  

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)

 
その他 

(百万円)
 

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
197  177  374

減価償却 

累計額 

相当額 

125  96  221

中間期末 

残高 

相当額 

72  81  153

  

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  
その他 

(百万円) 
  

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
197  234  431

減価償却 

累計額 

相当額 

109  151  259

期末残高 

相当額 
88  84  172

（注） 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 76百万円

１年超 137百万円

計 213百万円

１年内 60百万円

１年超 93百万円

計 153百万円

１年内 67百万円

１年超 105百万円

計 172百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 45百万円

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 35百万円

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 86百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間においては、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべて

を減損処理の対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握する

とともに、発行体の公表財務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定してお

ります。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間においては、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべて

を減損処理の対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握する

とともに、発行体の公表財務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定してお

ります。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 1,621 2,761 1,140 

(2）その他 20 26 7 

合計 1,641 2,788 1,147 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 103 

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 1,366 2,356 990 

(2）その他 20 26 7 

合計 1,386 2,382 996 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 103 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度においては、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべて

を減損処理の対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握する

とともに、発行体の公表財務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定してお

ります。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 1,351 2,435 1,085 

(2）その他 20 27 7 

合計 1,370 2,463 1,092 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 103 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 会 社 名 提 出 会 社 

 付与対象者の区分及び人数  当社取締役 12名 

 株式の種類別のストック・オプションの数  普通株式 300,000株 

 付与日  平成13年６月28日 

 権利確定条件 
 付与日（平成13年６月28日）以降、権利確定日（平成15年６月30日）

まで取締役であること。 

 対象勤務期間 平成13年６月28日～平成15年６月30日 

 権利行使期間 

 平成15年７月１日～平成18年６月30日 

 ただし、 

 ① 対象者が任期満了等当社の都合により取締役でなくなった場合

は、取締役でなくなった日から１年間に限り、付与された株式譲

渡請求権を行使することができます。また、対象者が取締役でな

くなった日が権利行使期間の開始日に先立つ場合、権利行使期間

の開始日から１年間に限り権利行使することができます。 

 ② 対象者が監査役に選任され、または、当社の取締役でなくなって

当社の関係会社の取締役もしくは監査役に選任されもしくは従業

員として転籍した場合、権利行使期間の開始日から１年間に限り

権利行使することができます。 

 権利行使価格（円） 141 

 付与日における公正な評価単価（円） － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は84百万円であり、その主なものは、親会

社本社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は93百万円であり、その主なものは、当社

の総務部等管理部門に係る費用であります。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、当社および国内連結子会社は、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しました。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

なお、当社は、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これにより、当中間連結会計期間における営業費用は「日本」が30百万円増加し、営業利益が同額減少して

おります。 

５ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、当社の役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、前連結会計年度の下期に

おいて役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 

なお、前中間連結会計期間は変更後の方法によった場合と比較して、営業利益は「日本」が８百万円多く計

上されております。 

また、国内連結子会社が当中間連結会計期間において、役員退職慰労金規定の整備を行ったことに伴い、当

中間連結会計期間発生額１百万円は「日本」の営業費用に計上しております。これにより、営業利益は同額

減少しております。 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 7,056 1,027 8,083 － 8,083 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 216 216 (216) － 

計 7,056 1,243 8,299 (216) 8,083 

営業費用 6,841 1,160 8,001 (156) 7,845 

営業利益 216 83 298 (60) 239 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 7,232 1,168 8,400 － 8,400 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 317 317 (317) － 

計 7,232 1,485 8,718 (317) 8,400 

営業費用 7,092 1,377 8,470 (244) 8,225 

営業利益 140 108 248 (73) 175 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は179百万円であり、その主なものは、当

社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

４ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当

連結会計年度より期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 

これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「日本」が16百万円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

なお、この変更を当連結会計年度の当下期に行ったため、当中間連結会計期間は従来の方法によっておりま

す。従って、当中間連結会計期間は変更後の方法によった場合と比較して、日本における営業利益が８百万

円多く計上されております。 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 13,816 2,193 16,009 － 16,009 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 497 497 (497) － 

計 13,816 2,690 16,506 (497) 16,009 

営業費用 13,546 2,491 16,037 (355) 15,682 

営業利益 270 199 469 (142) 327 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,027 1,027 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 8,083 8,083 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.7 12.7 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,168 1,168 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 8,400 8,400 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 13.9 13.9 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,193 2,193 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 16,009 16,009 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 13.7 13.7 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 302.35円

１株当たり中間純利益金額 4.93円

１株当たり純資産額 303.14円

１株当たり中間純利益金額 2.53円

１株当たり純資産額 300.96円

１株当たり当期純利益金額 3.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 6,233 6,354 6,278 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
874 979 942 

（うち少数株主持分） (872) (977) (938) 

（うち従業員奨励及び福利基金への振替

額） 
(2) (2) (4) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円） 
5,359 5,374 5,336 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末(期末)の普通株式の数（千株） 
17,725 17,728 17,730 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 90 47 60 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 2 2 4 

（うち従業員奨励及び福利基金への振替

額） 
(2) (2) (4) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
87 45 55 

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,724 17,729 17,727 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 保険金請求の件 

平成19年12月７日に当社特別顧問

(前社長)古林徹也が逝去いたしまし

た。当社は同氏を被保険者とする生命

保険契約を締結しているため、契約に

基づき保険金を請求する予定でありま

す。なお、保険金受取の可否およびそ

の金額については未定であります。 

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   281     378     307    

２ 受取手形 ※５ 271     315     241    

３ 売掛金   3,841     3,886     3,636    

４ たな卸資産   996     965     1,082    

５ 関係会社短期
貸付金   830     756     886    

６ 繰延税金資産   59     88     49    

７ その他   222     247     374    

貸倒引当金   △1     △1     △1    

流動資産合計     6,498 41.8   6,632 43.1   6,574 42.9

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1,2                  

(1）建物   743     715     725    

(2）機械及び装置   1,416     1,380     1,411    

(3）土地   1,575     1,575     1,575    

(4）その他   235     297     221    

有形固定資産合
計   3,969     3,967     3,932    

２ 無形固定資産   1     0     0    

３ 投資その他の
資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 2,891     2,485     2,566    

(2）関係会社出資
金   1,349     1,349     1,349    

(3）繰延税金資産   56     148     133    

(4）その他   834     808     812    

貸倒引当金   △40     △16     △24    

投資その他の資
産合計   5,089     4,773     4,835    

固定資産合計     9,059 58.2   8,741 56.9   8,767 57.1

資産合計     15,557 100.0   15,373 100.0   15,341 100.0

            
 



    前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形 ※５ 1,015     1,105     901    

２ 買掛金   2,411     2,565     2,629    

３ 短期借入金 ※２ 2,667     2,446     2,359    

４ 一年内償還社
債   －     300     －    

５ 未払法人税等   15     14     27    

６ 賞与引当金   119     117     108    

７ その他   537     659     579    

流動負債合計     6,764 43.5   7,205 46.9   6,603 43.0

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債   600     300     600    

２ 長期借入金 ※２ 2,344     2,085     2,172    

３ 退職給付引当
金   563     549     566    

４ 役員退職慰労
引当金   －     118     151    

固定負債合計     3,507 22.5   3,051 19.8   3,489 22.8

負債合計     10,271 66.0   10,257 66.7   10,092 65.8
                      

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     2,151     2,151     2,151  

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   1,381     1,381     1,381    

(2）その他資本剰
余金   2     2     2    

資本剰余金合計     1,383     1,383     1,383  

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   245     245     245    

(2）その他利益剰
余金                    

退職慰労積立
金   53     －     53    

圧縮記帳積立
金   117     88     96    

別途積立金   460     460     460    

繰越利益剰余
金   209     210     225    

利益剰余金合計     1,084     1,003     1,079  

４ 自己株式     △9     △8     △8  

株主資本合計     4,609 29.6   4,528 29.5   4,605 30.0

Ⅱ 評価・換算差額
等                    

その他有価証券
評価差額金     677     588     644  

評価・換算差額等
合計     677 4.4   588 3.8   644 4.2

純資産合計     5,285 34.0   5,116 33.3   5,249 34.2

負債純資産合計     15,557 100.0   15,373 100.0   15,341 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高     6,764 100.0   7,117 100.0   13,296 100.0

Ⅱ 売上原価     5,888 87.1   6,297 88.5   11,669 87.8

売上総利益     875 12.9   820 11.5   1,627 12.2

Ⅲ 販売費及び一般
管理費     792 11.7   826 11.6   1,602 12.0

営業利益又は営
業損失(△)     84 1.2   △6 △0.1   25 0.2

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息及び
配当金   26     26     186    

２ その他   27 53 0.8 39 64 0.9 61 247 1.9

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   45     43     89    

２ その他   44 89 1.3 47 90 1.2 107 196 1.5

経常利益又は経
常損失(△)     48 0.7   △31 △0.4   76 0.6

Ⅵ 特別利益 ※１   62 0.9   － －   203 1.5

Ⅶ 特別損失 ※２   93 1.3   － －   227 1.7

税引前中間(当
期)純利益又は
税引前中間純損
失(△) 

    17 0.3   △31 △0.4   51 0.4

法人税、住民税
及び事業税   6     6     37    

法人税等調整額   △1 4 0.1 △14 △9 △0.1 △46 △10 △0.1

中間(当期)純利
益又は中間純損
失(△) 

    13 0.2   △23 △0.3   61 0.5

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

退職 
慰労 
積立金

圧縮 
記帳 
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高（百
万円） 

2,151 1,381 2 1,383 245 53 138 310 379 1,124 △11 4,647

中間会計期間中の変動額                        

剰余金の配当（注）                 △53 △53   △53

中間純利益                 13 13   13

圧縮記帳積立金の取崩
（注）             △21   21 －   －

別途積立金の積立（注）               150 △150 －    －

自己株式の取得                     △1 △1

自己株式の処分     0 0             3 3

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

                       

中間会計期間中の変動額合
計 
（百万円） 

－ － 0 0 － － △21 150 △169 △41 2 △39

平成18年９月30日残高（百
万円） 2,151 1,381 2 1,383 245 53 117 460 209 1,084 △9 4,609

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高（百万
円） 754 754 5,402

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △53

中間純利益     13

圧縮記帳積立金の取崩
（注）      －

別途積立金の積立（注）      －

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     3

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△78 △78 △78

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） △78 △78 △116

平成18年９月30日残高（百万
円） 677 677 5,285



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

退職 
慰労 
積立金

圧縮 
記帳 
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高（百
万円） 

2,151 1,381 2 1,383 245 53 96 460 225 1,079 △8 4,605

中間会計期間中の変動額                        

剰余金の配当                 △53 △53   △53

中間純損失                 △23 △23   △23

退職慰労積立金の取崩           △53     53 －   －

圧縮記帳積立金の取崩             △7   7 －   －

自己株式の取得                     △0 △0

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

                       

中間会計期間中の変動額合
計 
（百万円） 

－ － － － － △53 △7 － △16 △76 △0 △76

平成19年９月30日残高（百
万円） 2,151 1,381 2 1,383 245 － 88 460 210 1,003 △8 4,528

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高（百万
円） 644 644 5,249

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △53

中間純損失     △23

退職慰労積立金の取崩     －

圧縮記帳積立金の取崩     －

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△57 △57 △57

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） △57 △57 △133

平成19年９月30日残高（百万
円） 588 588 5,116



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

退職 
慰労 
積立金

圧縮 
記帳 
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高（百
万円） 

2,151 1,381 2 1,383 245 53 138 310 379 1,124 △11 4,647

事業年度中の変動額                        

剰余金の配当（注）                 △53 △53   △53

剰余金の配当                 △53 △53   △53

当期純利益                 61 61   61

圧縮記帳積立金の取崩
（注）             △21   21 －   －

圧縮記帳積立金の取崩             △21   21 －   －

別途積立金の積立（注）               150 △150 －   －

自己株式の取得                     △2 △2

自己株式の処分     0 0             4 5

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

                       

事業年度中の変動額合計 
（百万円） － － 0 0 － － △42 150 △154 △45 3 △42

平成19年３月31日残高（百
万円） 2,151 1,381 2 1,383 245 53 96 460 225 1,079 △8 4,605

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高（百万
円） 754 754 5,402

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △53

剰余金の配当     △53

当期純利益     61

圧縮記帳積立金の取崩
（注）     －

圧縮記帳積立金の取崩     －

別途積立金の積立（注）     －

自己株式の取得     △2

自己株式の処分     5

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △110 △110 △110

事業年度中の変動額合計 
（百万円） △110 △110 △152

平成19年３月31日残高（百万
円） 644 644 5,249



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式および関連

会社株式 

 移動平均法による原価

法 

(1）有価証券 

① 子会社株式および関連

会社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式および関連

会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  ① 製品 

 売価還元法に基づく原

価法 

① 製品 

同左 

① 製品 

同左 

  ② 商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

 先入先出法に基づく原

価法 

② 商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

同左 

② 商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、滝野工場並びに

平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除

く）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 10年～50年 

機械及び 

装置 
10年～12年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  ────── （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

────── 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ────── （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額

の差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

これにより、営業損失が30

百万円、経常損失および税引

前中間純損失が31百万円それ

ぞれ増加しております。 

────── 

  (2）無形固定資産 

定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に

充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。なお、数

理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額

を翌期から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上して

おります。なお、数理計算

上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平

均残存勤続年数以内の一定

の年数（５年）の定額法に

より按分した額を翌期から

費用処理することとしてお

ります。 

  ────── (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ────── （追加情報） 

 役員退職慰労金は、従

来、支出時の費用として処

理しておりましたが、前事

業年度の下期において役員

退職慰労引当金として計上

する方法に変更しました。 

 なお、前中間会計期間は

変更後の方法によった場合

と比較して、営業利益およ

び経常利益は８百万円、税

引前中間純利益は143百万

円多く計上されておりま

す。 

────── 

４ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので，特例処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性の評価の方

法 

 特例処理によっている金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性の評価の方

法 

同左 

④ ヘッジ有効性の評価の方

法 

同左 

６ その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

 なお、仮払消費税等および

仮受消費税等は相殺のうえ、

流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は5,285百万円であり

ます。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は5,249百万円であり

ます。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

────── ────── （役員退職慰労引当金） 

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、役員退職慰労金規定の整備に伴

い、役員在任期間にわたって合理的

に費用配分し、期間損益の適正化と

財務内容の健全化を図るために、当

事業年度より期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上する方法に

変更しました。 

 この変更により、当期発生額16百

万円は販売費及び一般管理費へ、過

年度相当額135百万円は特別損失に計

上しております。この結果、従来と

同一の方法を採用した場合と比べ、

営業利益および経常利益は16百万

円、税引前当期純利益は151百万円減

少しております。 

 なお、当事業年度の役員退職慰労

金の支給を契機に役員退職慰労金に

関する規定の整備を当下期において

行ったことを受けて、当該変更を行

ったため、当中間会計期間は従来の

方法によっております。 

 従って、当中間会計期間は変更後

の方法によった場合と比較して、営

業利益および経常利益は８百万円、

税引前中間純利益は143百万円多く計

上されております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

10,257百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,386百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,188百万円 

※２ 担保に供している資産の額 

１ 担保資産 

(1）財団抵当 

 戸塚工場および滝野工場

の工場財団（土地・建物・

構築物・機械及び装置等の

一部） 

2,546百万円 

※２ 担保に供している資産の額 

１ 担保資産 

(1）財団抵当 

 戸塚工場および滝野工場

の工場財団（土地・建物・

構築物・機械及び装置等の

一部） 

2,425百万円 

※２ 担保に供している資産の額 

１ 担保資産 

(1）財団抵当 

 戸塚工場および滝野工場

の工場財団（土地・建物・

構築物・機械及び装置等の

一部） 

2,475百万円 

(2）投資有価証券 

1,294百万円 

(2）投資有価証券 

920百万円 

(2）投資有価証券 

971百万円 

２ 対応する債務 ２ 対応する債務 ２ 対応する債務 

短期借入金 600百万円

長期借入金  

（１年内返済分を含む） 

  3,306百万円

計 3,906百万円

短期借入金 450百万円

長期借入金  

（１年内返済分を含む） 

  2,849百万円

計 3,299百万円

短期借入金 500百万円

長期借入金  

（１年内返済分を含む） 

  3,075百万円

計 3,575百万円

 ３ 受取手形割引高 288百万円  ３ 受取手形割引高 364百万円  ３ 受取手形割引高 300百万円

 ４ 偶発債務 

 下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っております。 

古林紙工（上海）有限公司 

100百万円 

 ４ 偶発債務 

 下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っております。 

古林紙工（上海）有限公司 

50百万円 

 ４ 偶発債務 

 下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っております。 

古林紙工（上海）有限公司 

50百万円 

※５ 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

※５ 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

※５ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 なお、当期末日は金融機関の

休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 44百万円

支払手形 113百万円

受取手形 41百万円

支払手形 118百万円

受取手形 28百万円

支払手形 90百万円



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 自己株式の普通株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 自己株式の普通株式の株式数の減少20千株は、ストックオプションの行使による減少であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の普通株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加で、自己株式の普通株式の株

式数の減少28千株は、ストックオプションの行使20千株および単元未満株式の売渡８千株による減少でありま

す。 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 特別利益の主要項目 ※１   ―――――― ※１ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

62百万円
  投資有価証券 

売却益 
203百万円

※２ 特別損失の主要項目 ※２   ―――――― ※２ 特別損失の主要項目 

役員退職金 93百万円   役員退職金 93百万円

役員退職慰労引
当金繰入額 

135百万円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 178百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産 210百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産 360百万円

無形固定資産 1百万円

  
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式（注）1,2 60 4 20 44 

合計 60 4 20 44 

  
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式（注） 39 1 － 40 

合計 39 1 － 40 

  
前事業年度末 
株式数（千株） 

当事業年度 
増加株式数（千株） 

当事業年度 
減少株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

普通株式（注） 60 7 28 39 

合計 60 7 28 39 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  
その他 

(百万円) 
  

合計 

(百万円) 

取得価額 

相当額 
190  270  460

減価償却 

累計額 

相当額 

88  166  253

中間期末 

残高 

相当額 

102  105  207

  

機械装置

及び 

運搬具 

(百万円)

 
その他 

(百万円)
 

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
190  171  360

減価償却 

累計額 

相当額 

118  92  210

中間期末 

残高 

相当額 

72  78  150

  

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円) 

  
その他 

(百万円) 
  

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額 
190  228  418

減価償却 

累計額 

相当額 

103  148  251

期末残高 

相当額 
87  80  167

（注） 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料中間期末残高相当

額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 73百万円

１年超 134百万円

計 207百万円

１年内 58百万円

１年超 92百万円

計 150百万円

１年内 65百万円

１年超 102百万円

計 167百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

３ 支払リース料及び減価償却費相当

額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43百万円

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 34百万円

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 83百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 保険金請求の件 

平成19年12月７日に当社特別顧問

(前社長)古林徹也が逝去いたしまし

た。当社は同氏を被保険者とする生命

保険契約を締結しているため、契約に

基づき保険金を請求する予定でありま

す。なお、保険金受取の可否およびそ

の金額については未定であります。 

────── 



(2）【その他】 

 平成19年11月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注） 平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 

(1）中間配当による配当金の総額 53百万円

(2）１株当たりの金額 ３円

(3）支払請求の効力発生日および支払開始日 平成19年12月20日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第19号の規定に基づく臨時報告書であります。 

有価証券報告書 

及びその添付書類 
（第77期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月28日 

近畿財務局長に提出。 

有価証券報告書の 

訂正報告書 
上記有価証券報告書の訂正報告書   

平成19年９月20日 

近畿財務局長に提出。 

臨時報告書     
平成19年12月26日 

近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

   

  平成18年12月18日

古林紙工株式会社  

  取締役会 御中  

  ネクサス監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤井 栄喜  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 充啓  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙谷 和光  ㊞ 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古林紙

工株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、古林紙工株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

   

  平成19年12月21日

古林紙工株式会社  

  取締役会 御中  

  ネクサス監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 充啓  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙谷 和光  ㊞ 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる古林紙工株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、古林紙工株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

   

  平成18年12月18日

古林紙工株式会社  

  取締役会 御中  

  ネクサス監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤井 栄喜  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 充啓  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙谷 和光  ㊞ 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古林紙

工株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、古林紙工株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

   

  平成19年12月21日

古林紙工株式会社  

  取締役会 御中  

  ネクサス監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 充啓  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙谷 和光  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる古林紙工株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第78期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、古林紙工株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が中間財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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